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１．L2-Techとは



Ｌ２－Ｔｅｃｈの趣旨と背景

「地球一個分」という環境制約の下、大量生産・大量消費型の社会から脱却し、
国民一人ひとりが真に豊かな低炭素社会を実現し、2050年までに80％の温室
効果ガス排出削減を実現するためには、エネルギー起源二酸化炭素の排出が
極めて少ない大胆な低炭素技術の普及・導入を進める必要があります。

このような背景のもと、平成26年3月、環境大臣が「L2-(エル)Tech(テック)・
JAPAN(ジャパン)イニシアティブ」を発表しました。この取組は、二酸化炭素排出
削減につながる先導的低炭素技術に関する情報を整備するとともに、国内外
に発信して技術を導入する際の参考として頂き、大幅なエネルギー起源二酸
化炭素の排出削減を推進し、低炭素社会の構築をめざすものです。



Ｌ２－Ｔｅｃｈ（先導的低炭素技術）の考え方

Leading & Low-Carbon

L2-Techの開発・導入・普及を国内外で強力に推進L2-Techの開発・導入・普及を国内外で強力に推進
→情報整備の一環としてリストを作成する

L２-Tech（エルテック）とはL２-Tech（エルテック）とは

エネルギー消費量削減・CO2排出削減のための先導的な要素技術または、
それが適用された設備・機器等のうち、エネルギー起源CO２の排出削減
に最大の効果をもたらすもの

Leading × Low-carbon Technology

○“Leading ”先導的とは
・当該設備・機器等に適用された要素技術に先導性が認められる。
・技術そのものに新規性は無いが、要素技術の組み合わせや適用方法に

先導性が認められる。
・短期間で効率が飛躍的に向上している。

○“Low-carbon”低炭素技術とは
・設備・機器等について、最高効率「L2-Tech水準」を有する技術。



２．平成26年度のL2-Tech事業



平成26年度版L2-Tech リスト（134技術）

低炭素関連技術情報の収集

文献などから、低炭素技術の情報を収集（約700技術）

L2-Techリスト選定の対象となる技術

業界団体などへのヒアリング
（指標設定・削減ポテンシャル）

第Ⅰ表・第Ⅱ表の区分

L2-Tech水準の考え方

商用化済、商用化前、開発目標の水準を設定

効率指標の存在、比較可能性により区分

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
に
よ
る
絞
り
込
み

当
該
技
術
に
専
門
的
知
見
を
有
す
る

有
識
者
か
ら
の
御
意
見

Ｌ２－Ｔｅｃｈリストの検討プロセス

L2-Techリストとは、先導的な低炭素技術を有する設備機器などについて、業界団体な
どより情報を収集し、下記のプロセスを経た結果をまとめたもの
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低炭素関連技術情報の収集（約700技術）



低炭素関連技術情報の整理（領域）

６つの領域にわけて整理
京都議定書の目標達成計画/温室効果ガス排出量のセグメントに準ずる
＋廃棄物リサイクル

区分・業種等
A産業・業務
（業種共通） 空調、熱源、他

B産業
（業種固有の製造設
備等）

鉄鋼業、化学工業、紙・パルプ製造業、石油化学、ガラス製造業、自動
車製造業、建機、農業（耕種用）、農業（施設園芸）、他

C運輸 自動車（乗用車）、自動車（商用車・重量車）、二輪車、鉄道、船舶、航
空機

D家庭 家電、給湯器、窓ガラス、他

Eエネルギー転換 再生可能エネルギー、火力発電、他

F廃棄物処理・リサイ
クル

一般廃棄物、産業廃棄物、マテリアルリサイクル、下水処理、下水汚
泥処理、他



⑤低炭素
エネルギー
利用管理技術

④低炭素
エネルギー
技術

低

炭

素

関

連

技

術
（
７
０
０
技
術
）

③サービスあた
りエネルギー
消費削減技術

サービスを減らさずエネルギーを削減する技術（設備や機器の運転に必
要なエネルギー消費を削減する低炭素技術、例：エアコンの高効率化）

二酸化炭素の排出が少ないエネルギーを供給する技術
（例：太陽光発電、太陽熱温水器、風力発電）
排出された二酸化炭素を固定化・移送・貯留する技術や利
活用する技術（CCS)

低炭素エネルギー技術④を導入するための管理に利用す
る関連技術（例：エネルギー管理技術、エネルギー流通技
術、エネルギー貯蔵技術）

①ライフスタイル
の見直し

エネルギー消費量が少なくても満足度が得られるライフスタイルへの
変換（例：自転車の利用、カーシェアリングなど）

低炭素

エネルギー

利用技術

②満足あたり
必要サービス
削減技術

満足度を減らさずサービスを削減する技術（光や熱など必要量を保持し
つつ、自然光利用や無駄な機器稼働を排除し、エネルギー消費を削減
する低炭素技術、例：住宅や建物の高断熱化、テレビ会議）

低炭素関連技術情報の整理（ユーザー側からの分類）
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類似の機能を持つ他の設備・機器（内燃機関自動車と電気自動車、潜熱回収型給湯機とヒートポンプ給
湯機等）は別の区分として扱っています。



Ｌ２－Ｔｅｃｈリスト選定の対象となる技術の検討領域
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L2-Techリストの対象となる技術の考え方

項 目 考 え 方

対策種別 原則として設備・機器等のハード面に係る対策。
※設備・機器等の導入を伴わない運用のみの対策１）は対象外

指標の
設定可能性

原則として定格もしくは一律の条件下で測定され、同種の設備・機器を比較
できる指標が設定可能な（比較により先導性が確認できる）もの。
※ 多様な要素技術の集合体２）である場合や、性能が立地条件等に大きく
影響される技術３）では、比較可能な指標が設定できない場合がある。
※ 指標が設定可能な場合でも、運用状況４）により効率指標等が変わること
があるが、今回は定格もしくは一律の条件下で測定された指標とした。

商用化段階
商用化済（実績値）、商用化前、開発目標のもの。
※開発目標は2030年までに普及する可能性があるもの。

削減ポテンシャル 普及した際に一定程度の削減量が期待できるもの５）。

コベネフィット
温暖化対策以外の環境対策６）についても、相乗的に推進できるものを優先
した。

１）HEMS、BEMSなどのエネルギー監理システム
２）地中熱利用システムや化学プラント設備など
３）排熱回収設備など
４）自動車など運転技術や道路状況等が効率に影響するもの（カタログ値を採用）
５）LED照明など、エネルギー消費量が小さいが普及の拡大が見込めるもの
６）低GWP冷媒を用いたエアコンなど



商用化されている設備・機器のうち、実現されている最高効率をL2-Tech水準
とし、商用化前や開発中の設備・機器等についても水準があるものについて
は、開発段階に応じた最高水準をL2-Tech水準とする。
設備容量によって効率が一定以上変化する設備・機器等については、いくつ
かの区分でL2-Tech水準を設定する。
L2-Tech水準は、環境省として当該時点において目指すべき「ベスト」を発信す
るための水準とする。

ベストを発信するＬ２－Ｔｅｃｈ水準
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コジェネレーション設備

発電効率(都市ガス消費)[%] 42.0%

発電出力 %
3000kW未満 28.4

3000kW以上5000kW未満 30.4
5000kW以上7000kW未満 39.3
7000kW以上10000未満 34.3
10000以上 40.9

【ガスタービン】

【ガスエンジン】
発電出力 %

10kW未満 31.5
10kW以上 100kW未満 34.0
100kW以上 500kW未満 41.6
500kW以上1000kW未満 41.8

1000kW以上3000kW未満 45.6
3000ｋW以上 49.5

ガス・石油・水素等を燃料として、
エンジン、タービン、燃料電池等の方式により発電し、
その際に生じる廃熱も同時に回収する熱電併給システ
ムを指す。
回収した廃熱は蒸気や温水として工場や事業場の熱源、
冷暖房・給湯などに利用でき、熱と電気を無駄なく利
用することで、燃料が本来持っているエネルギーを高
い効率で利用可能となる。

【燃料電池（PAFC）】

L2-Tech水準と汎用水準の比較例



第Ⅰ表・第Ⅱ表の区分

一定の条件で測定した効率指標が存在し、同種の他の設備・機器と性能を比
較可能な設備・機器を第Ⅰ表、それ以外を第Ⅱ表に分類しています。

区 分 考 え 方

第Ⅰ表
一定の条件で測定した効率指標が存在し、同種の他の設備・機器
と性能を比較可能な設備・機器

第Ⅱ表

第Ⅰ表に該当しない設備・機器等

※・多様な要素技術の集合体であり指標が設定できない、あるい
は設定できても統一的な比較評価ができない１）

・性能が立地条件等に大きく影響される２）

・設備として完成しておらず、指標を設定する対象が存在しない。

１）地中熱利用システムや化学プラント設備など
２）排熱回収設備など



L2-Techリスト

http://www.env.go.jp/press/100809.htmlダウンロードはこちらから



L2-Techリスト

http://www.env.go.jp/press/100809.htmlダウンロードはこちらから



Ｌ２－Ｔｅｃｈリスト選定の対象となる技術の検討領域

赤線：Ｈ26年度リスト化 青点線：次年度以降取扱い予定
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指標比較可能の観点で設備中心→運用機器（EMS,INVなど）の追加が必要指標比較可能の観点で設備中心→運用機器（EMS,INVなど）の追加が必要



調査結果概要
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L2-Tech製造メーカー、使用ユーザーへヒアリング（84事業所・45業種）

■L2-Techに追加すべき候補となる技術・設備機器

①【誘導加熱炉】 A：機器自体の効率化
⇒大幅な省エネが見込めるので買い替えたい。国内メーカー製は高品質、省メンテナンス性が高いが、

海外製に対して倍の価格である（輸送用機械器具製造業：自動車鍛造部品メーカー ○社）

②【ガスエンジン発電機】 A：機器自体の効率化
⇒今はガスタービンによる発電を行っているが、近年ではガスエンジンが高効率になっていると聞い

ているので次は採用したい（熱供給業：地域エネルギー供給事業者 ○社）

③【マイクロ水力発電】 B：廃エネルギーの回収
⇒排水量が多く、排水から電力を確保することで省エネできる可能性がある（化学工業 ○社）

④【具体技術名は想起できないが、廃温水が活用できる設備が欲しい】 B：廃エネルギーの回収
⇒50℃以下の廃温水を利用できる技術が欲しい（鉄鋼業 ○社）
⇒100～150℃の温度帯の熱回収技術が欲しい（食品製造メーカー ○社）
⇒電気加熱炉の未利用熱（40℃）を有効利用したい（自動車点火部品メーカー ○社）
⇒ガスコジェネの排熱を吸着式冷凍機で活用するなどしているが、今後も熱エネルギーの活用できる

技術があれば採用したい（製造業：ベアリングメーカー ○社）

⑤【低価格・高性能な蓄電池】 C:蓄エネルギー
⇒バイナリ発電をしているが、蓄電することで活用の範囲が広がる（○ホテル）
⇒テナント入居者は「BCP」を重視傾向。使い勝手の向上を希望（不動産賃貸管理業： ○社）



調査結果概要
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L2-Tech製造メーカー、使用ユーザーへヒアリング（84事業所・45業種）

■L2-Techに追加すべき候補となる技術・設備機器

⑥【装置のインバータ化することで省エネしたい】 D:制御・システム
⇒非インバータ搭載機との価格差がほとんどなくなったので、リプレイスの際にインバータ搭載冷蔵庫に切

り替えていきたい（その他の生活関連サービス業：飲食チェーン経営 ○社）
⇒使用しているプレス機をインバータ化すると50％の省エネになると聞いており、興味がある（金属製品製

造業：部品メーカー ○社）

⑦【「見える化」するシステムの導入が効果的である】 D:制御・システム
⇒BEMS（ビル用エネルギー管理システム）はとても効果的である（○市役所）
⇒ビル統合監視装置を採用、利便性が高い。同システムのCO2削減できる機能（集中制御機能）が気になっ

ている（情報通信機械器具製造業： ○社）
⇒高い省エネ効果を継続的に得るために「見える化」を推進していく予定である

（輸送用機械器具製造業：自動車用排気部品メーカー ○社）

⑧【自動倉庫】 D:制御・システム
⇒人の出入りを制限し、自動化できれば庫内の温度が安定し、省エネに繋がると考えている（倉庫業：冷蔵
倉庫業 ○社）

⑨【蒸気と冷気が同時に取り出せるシステム】 E:その他
⇒具体的に東京電力に設備の提案をお願いしたことがある（食料品製造業：食品（惣菜）メーカー ○社）

⑩【水素を活用できる技術】 E:その他
⇒実現可能か分からないが水素発生装置を保有しているので、水素を活用したボイラがあれば望ましい（洗

濯・理容・美容・浴場業： ○社）



３．今後のL2-Tech事業について



事業目的・概要等背景・目的

事業スキーム 委託対象：民間団体等 実施期間：平成27～31年度

エネルギー消費量を抜本的に削減する大胆な省エネを進めるた
め、平成26年３月「L2-Tech JAPANイニシアティブ」を発表。
先導的（Leading）な低炭素技術（Low-carbon Technology）
＝L2-Techをリスト化し、開発・普及を強力に推進。
イニシアティブ推進の基盤整備のため、「L2-Techリスト」の
更新・拡充・情報発信、対策導入に必要な技術開発・実証の特
定、次世代素材活用の実現可能性調査を実施。

期待される効果

「L2-Tech JAPANイニシアティブ」による大胆な省エネの推進

平成25年度予算
○○百万円

先導的低炭素技術（L2-Tech）推進基盤整備事業 平成27年度要求額
650百万円（0百万円）

イメージ

導入可能な
L2-Tech がある

工場・事業場等のニーズ

事業概要

（１）L2-Techリストの更新・拡充・情報発信
メーカから最新の技術情報が自動的に集まる仕組みなど、「 L2-Tech

リスト」の効率的な更新・拡充手法の検討・実践。
国内・海外への効果的な情報発信手法を検討・実践。特に海外は、対

象国の政策実施状況やニーズを把握し、我が国の経験とともに発信。

（２）技術開発・実証が特に必要なL2-Techの特定
工場・事業場等における、エネルギー消費設備・機器の利用の実状か

ら、 L2-Techへの更新により二酸化炭素やコストの削減につなげるニー
ズがどの程度あるのか、技術分野ごとに動向分析を行い、開発・普及が
急がれる有望な技術を特定。

（３）セルロースナノファイバー等の次世代素材活用のFS
様々な製品等の基盤となる素材にまで立ち返り、自動車部材の軽量

化・燃費改善による地球温暖化対策への多大なる貢献が期待できるセル
ロースナノファイバー等の次世代素材について、メーカ等と連携し、製
品等活用時の削減効果検証、製造プロセスの高効率化検証、リサイクル
時の課題・解決策検討、早期社会実装のための戦略の策定等を実施。

導入可能な
L2-Techが無い

高効率
ターボ
冷凍機→

←高効率
モータ

導入 必要な技術開発・実証の
特定

L2-Tech認証事務局 認証委員会

メーカ ユーザ

申請 承認 ニーズ 周知

次世代素材活用のFS

(１)

(２)

(３)

（出典：ナノセルロースフォーラム）

・効果検証
・計画検討 等

社会
実装

★セルロースナノファイバー



Ｌ２－Ｔｅｃｈ基盤整備推進事業の課題
普及面・政策面・技術面での課題

①L2-Techリストの拡充について
BEMS・HEMSのようなエネルギーマネジメントシステム等の技術やインバータ等の制御

系機器、バイオマスボイラ等のローテクだが削減効果の大きい技術を今後、どのような評
価基準を設けることでこのような技術を選定しうるか

②L2-Techリストの効率的な更新について
将来的にL2-Techが十分に周知・認識された段階では、原則としてメーカー等からの申

請に基づいて収集し、事務局（委託先）が整理することを想定する。
データベースへの申請の動機づけのため以下が考えられる。

対象設備・機器データベースの整備、公表（メーカー名、商品名の公表）
対象設備・機器へのL2-Techに係る認定書の発行

③L2-Tech導入・開発・実証の強化施策について
工場・事業場等における、エネルギー消費設備・機器の利用の実状から、 L2-Techへの

更新により二酸化炭素やコストの削減につなげるニーズがどの程度あるのか、技術分野ご
とに動向分析を行い、開発・普及が急がれる有望な技術を特定しうるか

エネルギー消費設備・機器の利用の実状・ニーズ調査
L2-Tech導入状況の把握と導入課題、対策

・技術開発動向と技術課題調査



４．関連する事業の御紹介
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工場やビル等の設備の導入や運用の状況を計測・診断し、CO2削減策を提案。

年間排出量50t-CO2以上の事業所（工場、事業場）

・事業所における効率的なCO2削減・節電対策の調査・特定
・診断結果を踏まえた温暖化対策施策への活用

対象事業所

期待される成果

事業者のメリット

○有効なCO2削減・節電対策の特定
－設備導入又は運用改善による効果的な

省CO2対策を提案

○費用負担ゼロ
－受診事業所の診断費用負担なし

○エネルギー使用状況把握
－事業所におけるエネルギー使用状況の

把握（「計測あり」コースのみ）

○対外ＰＲ効果
－ＣＳＲ等にも活用可能
－環境省ウェブサイトにも事例集を掲載

事業概要
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大規模 中小規模
合計 診断時期

計測あり 計測なし 計測あり 計測なし

H22 77 23 － － 100 11～1月

H23 68 6 46 6 126 夏(6～9月)・冬(10～1月)

H23補正 53 11 78 28 170 平成24年1月～ 7月

H24※1 37 7 15 3 62 7月～11月

H25※2 20 10 19 10 59 7月～12月

H26※3 95 9 29 6 139 7月～12月

合計 350 66 187 53 656

計測あり

計測なし 当該事業所がお持ちのエネルギー使用状況、保有設備に関する資料等
の分析、現場ヒアリング・現場確認等により診断

当該事業所がお持ちのエネルギー使用状況、保有設備に関する資料等
の分析、現場ヒアリング・現場確認等に加えて、現場でのエネルギー
計測（数日～2週間程度を予定）を行い、これらの結果を基に診断

※1 平成24年度は上記の他、自治体と連携し61件（計測あり48、計測なし13）の事業所を診断。

※2 平成25年度は上記の他、自治体と連携し31件（計測あり20、計測なし11）の事業所を診断。
また、 過年度受診した事業所を対象にフォローアップ診断を3件実施。

※3 平成26年度は上記の他、過年度受診した事業所を対象にフォローアップ診断を10件実施。

温室効果ガス削減ポテンシャル診断実施数



※【運】：運用改善 （原則として設備を導入することなく、運用管理を主体にした手法。）
【設】：設備導入 （設備の改修・更新や追加導入等の設備投資による手法。）

※赤字：CO2削減の費用対効果が特に高いメニュー

区分 主な対策メニュー

熱源・搬送 ボイラの燃焼空気比改善【運】
インバータ等によるポンプの可変流量制
御（VWV）の導入【設】

冷却水設定温度の調整【運】
高効率吸収式冷温水機・冷凍機の導入
【設】

空調･換気 冷暖房設定温度・湿度の緩和【運】
高効率空調機への更新【設】

空調・換気運転時間の短縮【運】
インバータ等によるファンの変風量制御
（VAV）の導入【設】

給排水 給湯温度・循環水量の調整【運】

受変配電・
発電

変圧器の統合【設】

照明・
コンセント

不要照明・不要時間帯の消灯【運】
高効率照明（Hf型、HIDランプ）の導入
【設】

LED照明の導入【設】
人感センサー方式の導入【設】

昇降機 閑散期のエレベーターの一部停止【運】

建物 窓断熱・日照調整フィルムの導入【設】

出典）各種文献、ヒアリング調査、過年度の診断事業における対策メニューより三菱総合研究所作成

事業所のプロセス（工程）や設備別に、様々なCO2削減対策が存在する。
特に、運用改善に係る対策は導入コストが小さく、費用対効果が高い。

ポテンシャル診断で提案する代表的なメニュー【業務部門】
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出典） 平成25年度環境省CO2削減・
節電ポテンシャル診断事業

業務部門では、高効率照明（LED、Hf、HID等）、流体機器（ポンプ、ファン等）の回
転数制御、高効率熱源機など、設備導入に関する提案が多数。
運用改善については、ボイラの空気比改善、空調の温湿度条件緩和などが多数。

設備導入
73%

運用改善
27%

LED照明の導入 20%

ｲﾝﾊﾞｰﾀ等によるﾎﾟﾝﾌﾟの

可変流量制御（VWV）
の導入 10%

ｲﾝﾊﾞｰﾀ等によるﾌｧﾝの

変風量制御（VAV）の
導入 8%

高効率ﾎﾞｲﾗの導入 3%
高効率照明（Hf型、HID
ﾗﾝﾌﾟ）の導入 3%

高効率吸収式冷温水

機・冷凍機の導入 2%
高効率空調機への更新

2%

空調機・換気ﾌｧﾝの

省ｴﾈﾌｧﾝﾍﾞﾙﾄの導入
2%

その他 24%

外気取り入れ量の縮小
4%

ﾎﾞｲﾗの燃焼空気比改善
3%

冷温水出口温度の調整
3%

冷暖房設定温度・湿度

の緩和 3%

不要照明・不要時間帯

の消灯 3%

ｲﾝﾊﾞｰﾀ設定値の見直し
2%

空調・換気運転時間の

短縮 2%

その他 7%

ポテンシャル診断で提案する代表的なメニュー【業務部門】
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※【設】：設備導入、【運】：運用改善 ※赤字：CO2削減の費用対効果が特に高いメニュー

区分 主な対策メニュー

燃焼設
備

ボイラ ボイラの燃焼空気比改善【運】 蒸気配管の保温強化【設】

熱利用
設備

工業炉 工業炉の空気比改善【運】 工業炉の排ガス熱回収【設】

加熱・冷
却・空調
熱源

高効率熱源機の導入（ターボ冷凍、吸収式以外）【設】

空調 チラー冷却水の温度の改善【運】

電力応
用設備

ﾎﾟﾝﾌﾟ･ﾌｧ
ﾝ･ｺﾝﾌﾟﾚｯ
ｻ

コンプレッサの吐出圧管理【運】
コンプレッサの台数制御装置パラメータ
変更【運】

空気漏れ対策【運】
インバーター導入による回転数制
御【設】

電動機 高効率モータの導入【設】

受変電設備 超高効率変圧器の導入【設】

発電設備 高効率ガスコジェネレーションの導入
【設】

照明設備 LED照明の導入【設】 高効率照明（Hf型、HIDランプ）の
導入【設】

特定業種別対策 非鉄金属製造業、食料品製造業、繊維・紡績業、ガラス・窯業製造業の対策メ
ニューを設定

出典）各種文献、ヒアリング調査、過年度の診断事業における対策メニューより三菱総合研究所作成

ポテンシャル診断で提案する代表的なメニュー【産業部門】
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出典） 平成25年度環境省CO2削減・
節電ポテンシャル診断事業

産業部門では、流体機器（ポンプ、ファン等）の回転数制御、高効率熱源機、
LED照明、超高効率変圧器など、ユーティリティ設備の導入などの提案が多数。
運用改善については、コンプレッサの吐出圧管理・空気漏れ改善、ボイラや工
業炉の空気比改善などが多数。

設備導入
69%

運用改善
31%

ｲﾝﾊﾞｰﾀ導入による

流体機器（ﾌｧﾝ、ﾎﾟﾝ

ﾌﾟ等）の回転数制御
23%

LED照明の導入
8%

超高効率変圧器の

導入 5%

高効率熱源機の

導入 4%
蒸気配管の

保温強化 3%
照明制御機器の

導入 3%
工業炉の断熱強化

3%
高効率モータの

導入 2%

その他 17%

ﾎﾟﾝﾌﾟ･ﾌｧﾝ･ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ

の空気漏れの対策
9%

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ等の

吐出圧管理 8%

工業炉の

空気比改善 4%

ﾎﾟﾝﾌﾟ･ﾌｧﾝ･ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ

の不要時停止 3%

ﾎﾞｲﾗの燃焼

空気比改善 2%

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ等の台数制

御装置のﾊﾟﾗﾒｰﾀ設

定変更2%
その他 2%

ポテンシャル診断で提案する代表的なメニュー【産業部門】
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診断後における取組の状況 ～対策実施状況

産業
(n=140)

業務
(n=57)

全体
(n=200)

件
数

割
合

件数 割合 件数 割合

提案され
た対策を
1件以上
実施した
事業所

116
83
%

46
81
%

164
82
%

産業 業務

対策名（提案数） 実施率 対策名（提案数） 実施率

蒸気配管の保温強化
(n=15)

73%
空調・換気運転時間
の短縮(n=7)

86%

ﾎﾟﾝﾌﾟ・ｺﾝﾌﾟﾚｯｻの空気
漏れの対策(n=11)

64%
照明機器のインバー
タ安定器への更新
(n=7)

57%

高効率照明（Hf型、
HIDランプ）の導入
(n=45)

49%
LED照明の導入
(n=29)

55%

ボイラの燃焼空気比改善
(n=15) 47%

高効率熱源機器への
更新(n=17)

53%

LED照明の導入
(n=65)

46%
空調・換気設備にお
ける外気取り入れ量
の縮小(n=6)

50%

対策を実施した事業所の件数および割合 対策別実施率

※提案件数が産業部門では10件以上、業務部門では5件以上の対策から抽出
※実施率＝実施件数／提案件数 下線付の対策：運用改善対策

※n＝アンケート回答事業所数。ただし業種の特定が困
難な回答３件を含むため、産業と業務の合計と全
体は一致せず。

＜出典＞平成25年度に実施したアンケート結果（いずれも、

平成22～24年度に削減ポテンシャル診断を受診した事業所を対象 ）

○診断を受けた事業所の80%以上が、診断で提案された対策を１件以上実施。
○実施率の高い対策は、下記のとおり。

[産業]蒸気配管の保温強化(73%)、ポンプ・コンプレッサの空気漏れ対策(64%)

[業務]空調・換気運転時間の短縮(86%)、照明機器のインバータ安定器への更新(57%)
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○これまでCO2削減ポテンシャルの診断は、おおむね10％以上のCO2排出量削
減につながる診断結果をもたらしている。

○大規模事業所向け（3,000t-CO2/年以上）
「CO2削減ポテンシャル診断事業」（平成22年度～）におけるCO2排出量の
平均削減率（平成23～25年度までの平均値※）は、以下の通り。

・全体の平均： 8% (事業所数：238)
・業務部門の平均：14% (事業所数： 80)
・産業部門の平均： 5% (事業所数：158）

○中小事業所向け（50t-CO2/年以上3,000t-CO2/年未満）
「温室効果ガス排出削減による中小事業者等経営強化促進事業」（平成25
年度補正）におけるCO2排出量の平均削減率（※）は、以下の通り。

・全体の平均： 18.0% (事業所数：152)
・業務部門の平均：18.3% (事業所数： 92)
・産業部門の平均：17.4% (事業所数： 60）

※平均削減率は、CO2削減ポテンシャル診断を行った診断機関が、各受診
事業所に提案したCO2削減対策が実施された場合の値。

診断メニューによるCO2削減効果

診断によるCO2削減効果
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対策の内容と効果

クリーンルーム空調機の運用変更 130130

GHG削減効果

（t-CO2/年）

動力No.6 3F全体電力量系統の休日待機電力の削減

動力No.4成形熱洗系統休日待機電力の削減

クリーンルーム空調機へのインバータ導入

精密放電室空調機へのインバータ導入

20

10

10

10

以上の対策によって計約170 t-CO2/年（約7％）の削減が可能であると試算された。
（※四捨五入の都合から、個々の対策の削減効果と合計値は必ずしも一致しない）

-30

削減コスト

（千円/t-CO2）

-40

-40

10

20

CO2削減のポイント

クリーンルームは、制御及び運用見直
しの際には、要求される室内条件を十分
に考慮する必要がある。

節電のポイント

電灯No.2の系統（2Fの電灯コンセント）において、平
日の12：00～13：00の間で大きな電力消費が見られため、
昼休み時間変更等のピークシフトを実施することで大きな
節電効果が期待される。

出典）「平成23年度緊急CO2削減・節電ポテンシャル診断・対策提案事業診断事例集」

診断事例① Ａ社（コネクタ、ＩＣソケット製造）



34出典）「平成23年度緊急CO2削減・節電ポテンシャル診断・対策提案事業診断事例集」

対策の内容と効果

蒸気バルブ類の保温 8080

GHG削減効果

（t-CO2/年）

生産用冷却水ポンプの変流量制御(SCCP4系統)

冷却水温度(ファン発停温度)の変更

コンプレッサの給気温度の改善

空冷ヒートポンプチラーの台数制御

冷温水ポンプの流量制御の導入

その他

60

60

40

30

30

40

以上の対策によって計約350 t-CO2/年（約8％）の削減が可能であると試算された。
（※四捨五入の都合から、個々の対策の削減効果と合計値は必ずしも一致しない）

生産用冷却水ポンプの変流量制御(SCCP2系統) 30

-20

削減コスト

（千円/t-CO2）

30

-30

-30

40

20

-100

10

CO2削減のポイント 節電のポイント

蒸気ﾊﾞﾙﾌﾞ類の保温による蒸気ボイ
ラの重油消費量の削減が、CO2削減
に向けた大きなポイントとなると考
えられる。

消費電力の削減については、空調熱源機の運用（冷水・
温水温度調整、冷却水温度調整）、空調熱源システムの台
数制御および変流量制御の導入等が有効であると考えられ
る。

蒸気バルブの保温対策例

写真出典）「工場の省エネルギーガイド
ブック」（省エネルギーセンター）

診断事例② Ｂ社（半導体製造装置開発）
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対策の内容と効果

GHG削減効果
（t-CO2/年）

以上の対策によって計約800t-
CO2/年（約26%）の削減が可能

であると試算された。
（※四捨五入の都合から、個々の対策の削減効果
と合計値は必ずしも一致しない）

削減コスト
（千円/t-CO2）

天井照明の水銀灯のLED化 80 20

蒸気ドレンの廃熱回収 100 -30

集塵機・排風機等のインバータ化 90 -5

蒸気ドレンの水洗槽への有効利用 100 -30

熱処理炉への高輻射チューブの導入 40 10

熱処理炉排ガスの熱回収による燃焼空気の予熱 140 -20

蒸気配管及びバルブの保温 9 -20

熱処理炉排ガスの熱回収による温水製造 220 -30

変圧器の更新 10 500

CO2削減のポイント
蒸気ドレンの廃熱を十分に有効活

用できておらず、蒸気配管の保温対策
が一部実施されていない。

また、天井照明の水銀灯のLED化と
いった省エネ対策の余地がある。

節電のポイント
① 天井灯を低効率の水銀灯から、高

効率のLED照明に更新する
② 集塵機、排風機にインバータ制御

を導入する
③ 設置後30年以上が経過している変

圧器を高効率な機器に更新する

出典）「平成25年度 CO2削減ポテンシャル診断・対策提案事業

自治体CO2削減ポテンシャル診断支援事業 診断事例集」

診断事例③ Ｃ社（鉄鋼業）



36出典）「平成24年度 CO2削減ポテンシャル診断・対策提案事業自治体CO2削減ポテンシャル診断支援事業 診断事例集」

CO2削減のポイント

日射量の大きい瀬戸内気象条件を活用した
太陽熱パネルの新規導入、利用頻度の少な
い旧館大浴場の運用見直し、風呂湯面のふ
た設置による放熱ロスの抑制、空気比改善
によるボイラの高効率運転、といった対策
によって、CO2削減につながる燃料使用量
の削減が可能である。

節電のポイント

節電に向けては、高効率電気使用機器への
更新が有効である。特に照明設備の器具・
光源の高効率LED化や、空調機の高効率機
への更新が効果的であると考えられ、他に
も室外機の凝縮器に水噴霧装置を取付るこ
とにより、運転率の軽減を図ることも可能
である。

その他、現状の大型食洗機の稼働減を目
的とし、処理量の多寡に応じて効率よく稼
働できる小型食洗機の導入を行うことも有
効であると考えられる。

対策の内容と効果
GHG削減効果

（t-CO2/年）

削減コスト
（千円/t-CO2）

温水ボイラーへの太陽熱利用設備の導入 240 30

以上の対策によって計約750t-CO2/年（約39％）の
削減が可能であると試算された。

（※四捨五入の都合から、個々の対策の削減効果と合計値は必ずしも一致しない）

照明設備の高効率化 170 -20

旧館大浴場運用改善 100 -30

風呂湯面のふた設置 90 -30

空調機の高効率化 90 -20

新館ボイラー付帯温水配管･機器の保温断熱強化 30 -5

大型食洗機の稼働の低減 10 1

避難誘導照明設備の高効率化 10 40

温水ボイラー空気比改善 8 -30

ビル用マルチエアコン室外機負荷軽減 6 30

空気調和設備待機電力削減化 4 -30

飲料自販機の更新 2 -30

診断事例④ D社（宿泊業（ホテル））
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CO2削減のポイント

空調機器の経年数が10年であり、更新
時期が近くなっている上に運転時間も長
いため、これらを高効率化することによ
り効果的なCO2削減が期待できる。

節電のポイント

冷陳ケース用の冷却水ポンプが設備機器の中で最も消費電力が
大きい。そこでこの冷却水量について、インバータを活用して現
状の水量の80%程度まで水量を削減することにより、効果的な省
エネを実現することが可能である。

また、フードコートにおいて給排気ファンが定量運転されてい
るため、ファンの風量を減らすことで動力の削減が期待される。

一方で照明や空調・コンセントの合計構成比も50%を超えてお
り、これらも決して無視できない要素となっている。優先順位を
付けつつも包括的な対策を通じた節電が重要である。

出典）「平成24年度 CO2削減ポテンシャル診断・対策提案事業 自治体CO2削減ポテンシャル診断支援事業 診断事例集」

対策の内容と効果
GHG削減効果

（t-CO2/年）

以上の対策によって計約110t-CO2/年（約6％）の削減が可能であると試算された。
（※四捨五入の都合から、個々の対策の削減効果と合計値は必ずしも一致しない）

削減コスト
（千円/t-CO2）

高効率パッケージ型空調機への更新 40 -30

間欠運転制御の導入 30 -20

冷陳ケース用冷却水ポンプの流量低減（インバータ化） 20 -20

フードコート給排気ファンの風量見直し（インバータ化） 20 -8

変圧器の統合 2 5

診断事例⑤ Ｅ社（スーパーマーケット）



•TD 中央部予熱蓋の 改造によるLNG削減

取鍋 LNG流量 320⇒250 Nm 3/h

Ｔ/Ｄ 三段階目 LNG流量 160⇒120 Nm 3/h

・取鍋 空燃比適正化による LNG削減

取鍋予熱時、取鍋内が不完全燃焼状態となっており、未燃
焼LNGが取鍋外で燃焼、ﾌﾚ-ﾑが上がっていた。空燃比を調
整（LNG下げ方向）することで、余分なLNGを削減することが
可能となった。

過剰な LNGが鍋外で燃焼 LNG量を調整（ 320→250Nm3/ｈ）

空燃比調整前 空燃比調整後

取鍋予熱実績
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ｶﾞｽ量大

（現状)
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蓋目詰

流量調整

改善前 改善後

出典）「CO2削減・節電ポテンシャル診断セミナー2014」(平成26年3月4日開催)講演資料

診断後の対策事例 F社（鉄鋼業）
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出典）「CO2削減・節電ポテンシャル診断セミナー2013」(平成25年2月6日開催)講演資料
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診断事例⑤ F社（ショッピングセンター）



事業者のためのCO2削減対策Navi

http://co2-portal.env.go.jp/

ポータルサイト「事業者のためのCO2削減対策Navi」上にて、自社の対策実施
状況の把握および業種平均との比較等の簡易チェックが可能。
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2．（２）ASSET事業

41

低炭素社会実行計画では、設備の新設・更新時に“利用可能な最高水準の技術”（BAT）を最大限導入することを
前提に、2020 年のCO2削減目標を設定することが掲げられている。

→ ただし、BATは通常、費用が高いため、導入支援及び費用効率性向上を促す仕組みが必要。
また、BAT導入に取り組む事業者の裾野を広げていくことも必要。

イメージ

背景・目的

事業概要

間接補助

実施期間：平成24年度～（26年度より間接補助化）

①ASSETシステムの運用、削減量の検証業務等
100百万円 （115百万円）

②対象BAT設備の導入補助業務
4,900百万円（ 2,700百万円）

期待される効果

○先進対策と運用改善による
大幅排出量削減

○ベストプラクティスの共有

対象設備の導入補助
（採択基準：削減の費用対効果）

“リバースオークション”

大幅削減の
目標達成

（クレジット活用
等を含む）

費用を抑えて大幅削減するぞ！

グループ参加も可

創意工夫

電気代が高くなったけど
設備更新ができない…

○○％削減！

店舗や工場で
目標を立てて
削減する取組
を支援します。

環境省 事業者

•ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ
•吸収式冷温水器
•ターボ冷凍機
•ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾁﾘﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ
など全22種（H26改定）

環境省指定
先進機器一覧

国 民間団体等非営利法人

（補助率）
1/3

（補助率）
定額

補助金補助金

高効率設備の
情報は少なく、

高コスト

事業スキーム



以上


